
 

 

大阪取引所におけるインド Nifty50 先物取引の廃止に伴う 

「手数料に関する規則」等の一部改正について 

 

Ⅰ．改正要旨 

本年７月１７日に株式会社大阪取引所にて予定されているインド Nifty50 先物取引の廃止に

伴い、「手数料に関する規則」等について、別紙のとおり所要の改正を行う。 

 

 

Ⅱ．改正概要 （備  考） 

・大阪取引所におけるインド Nifty50 先物取引の廃止 ・ 手数料に関する規則 別表 

・ 先物・オプション取引に係る取引

証拠金等に関する規則の取扱い 

第２条の４ 

 

 

Ⅲ．施行日 

 ２０１８年７月１７日から施行する。 

 

以 上 
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「手数料に関する規則」等の一部改正について
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手数料に関する規則の一部改正新旧対照表

新 旧

別表

清算手数料の算出の基準及び清算手数料

率

１ （略）

２ 業務方法書第３条第２項第２号から第６

号までに掲げる取引に係る清算手数料の

算出の基準及び清算手数料率は、次のとお

りとする。

清算対象取引の区分
算出の

基準

清算

手数料率

（略） （略） （略） （略）

業務方法書第

３条第２項第

５号に掲げる

指数先物取引

（略） （略） （略）

ＮＹダウ先物取引、台湾

加権指数先物取引及びＦ

ＴＳＥ中国５０先物取引

（注１）
（略） （略）

（略） （略） （略）

（略） （略） （略） （略）

（注１）～（注５） （略）

付  則

この改正規定は、平成３０年７月１７日

から施行する。

別表

清算手数料の算出の基準及び清算手数料

率

１ （略）

２ 業務方法書第３条第２項第２号から第６

号までに掲げる取引に係る清算手数料の

算出の基準及び清算手数料率は、次のとお

りとする。

清算対象取引の区分
算出の

基準

清算

手数料率

（略） （略） （略） （略）

業務方法書

第３条第２

項第５号に

掲げる指数

先物取引

（略） （略） （略）

ＮＹダウ先物取引、インド

Ｎｉｆｔｙ５０先物取引、

台湾加権指数先物取引及

びＦＴＳＥ中国５０先物

取引

（注１）

（略） （略）

（略） （略） （略）

（略） （略） （略） （略）

（注１）～（注５） （略）
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先物・オプション取引に係る取引証拠金等に関する規則の取扱いの一部改正新旧対照表

新 旧

（日中清算値段、日中清算数値及び日中清

算価格に関する準用等）

第２条の４ （略）

２ 取引証拠金規則第２０条の４に規定する

当社が定める日中清算数値は、次の各号に

定めるところによる。ただし、当社が当該

各号に定めるところによることが適当でな

いと認める場合は、当社がその都度定める。

（１） 業務方法書の取扱い第２０条の８

（同条第１項第２号を除く。）の規定は、

取引証拠金規則第２０条の４の規定によ

り指定市場開設者が開設する金融商品市

場における指数先物取引に係る日中清算

数値を定める場合について準用する。こ

の場合において、業務方法書の取扱い第

２０条の８第１項第１号ａ中「午後３時

から指定市場開設者が定める日中立会の

終了時まで」とあるのは「午前１０時４

５分から午前１１時まで」と、「清算数

値」とあるのは「日中清算数値」と、「当

該取引日の終了する日における最終の」

とあるのは「日中清算数値算出時の」と、

「当日の日中立会の終了時」とあるのは

「午前１１時」と、それぞれ読み替える

ものとする。ただし、各限月取引の取引

最終日の終了する日の翌日（当該取引最

終日の終了する日の翌日に、主たる取引

所金融商品市場（取引対象指数の算出者

が当該取引対象指数の算出のために価格

を採用している取引所金融商品市場をい

う。以下同じ。）における有価証券の売

買若しくは先物・オプション取引が停止

された場合、当該取引最終日の終了する

日に、ＦＴＳＥ中国５０インデックス（Ｓ

ｔｏｃｋ Ｅｘｃｈａｎｇｅ ｏｆ Ｈ

ｏｎｇ Ｋｏｎｇ Ｌｉｍｉｔｅｄに上

場されている銘柄のうちＦＴＳＥ Ｉｎ

（日中清算値段、日中清算数値及び日中清

算価格に関する準用等）

第２条の４ （略）

２ 取引証拠金規則第２０条の４に規定する

当社が定める日中清算数値は、次の各号に

定めるところによる。ただし、当社が当該

各号に定めるところによることが適当でな

いと認める場合は、当社がその都度定める。

（１） 業務方法書の取扱い第２０条の８

（同条第１項第２号を除く。）の規定は、

取引証拠金規則第２０条の４の規定によ

り指定市場開設者が開設する金融商品市

場における指数先物取引に係る日中清算

数値を定める場合について準用する。こ

の場合において、業務方法書の取扱い第

２０条の８第１項第１号ａ中「午後３時

から指定市場開設者が定める日中立会の

終了時まで」とあるのは「午前１０時４

５分から午前１１時まで」と、「清算数

値」とあるのは「日中清算数値」と、「当

該取引日の終了する日における最終の」

とあるのは「日中清算数値算出時の」と、

「当日の日中立会の終了時」とあるのは

「午前１１時」と、それぞれ読み替える

ものとする。ただし、各限月取引の取引

最終日の終了する日の翌日（当該取引最

終日の終了する日の翌日に、主たる取引

所金融商品市場（取引対象指数の算出者

が当該取引対象指数の算出のために価格

を採用している取引所金融商品市場をい

う。以下同じ。）における有価証券の売

買若しくは先物・オプション取引が停止

された場合、当該取引最終日の終了する

日に、ＦＴＳＥ中国５０インデックス（Ｓ

ｔｏｃｋ Ｅｘｃｈａｎｇｅ ｏｆ Ｈ

ｏｎｇ Ｋｏｎｇ Ｌｉｍｉｔｅｄに上

場されている銘柄のうちＦＴＳＥ Ｉｎ
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ｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｌｉｍｉｔｅ

ｄが選定した５０銘柄を対象とする浮動

株時価総額方式の株価指数であって、Ｆ

ＴＳＥ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ

Ｌｉｍｉｔｅｄが算出するものをいう。）

を対象とした指数先物取引において、主

たる取引所金融商品市場における有価証

券の売買が停止された若しくは当該指数

を算出する指数算出者による算出若しく

は配信が不能となった場合又は当該取引

最終日の終了する日の翌日までにＴｈｅ

Ｂｏａｒｄ ｏｆ Ｔｒａｄｅ ｏｆ

ｔｈｅ Ｃｉｔｙ ｏｆ Ｃｈｉｃａ

ｇｏ， Ｉｎｃ．が開設する外国金融商

品市場において取引されているＮＹダウ

（Ｓ＆Ｐ Ｄｏｗ Ｊｏｎｅｓ Ｉｎｄ

ｉｃｅｓ ＬＬＣが算出するＤｏｗ Ｊ

ｏｎｅｓ Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ Ａｖ

ｅｒａｇｅをいう。）を対象とした指数

先物取引に類似の取引若しくはＴａｉｗ

ａｎ Ｆｕｔｕｒｅｓ Ｅｘｃｈａｎｇ

ｅ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎが開設する

外国金融商品市場において取引されてい

る台湾加権指数（Ｔａｉｗａｎ Ｓｔｏ

ｃｋ Ｅｘｃｈａｎｇｅ Ｃｏｒｐｏｒ

ａｔｉｏｎが算出する台湾証券取引所

発行量加権指数をいう。）を対象とした

指数先物取引に類似の取引について最終

清算数値を算定されていない場合におい

て、当社が必要と認めるときは、当該取

引最終日の終了する日の翌日から当社が

その都度定める日までの期間をいう。以

下第４条第２項第１号において同じ。）

においては、当社がその都度定める数値

を当該限月取引の日中清算数値とする。

ｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｌｉｍｉｔｅ

ｄが選定した５０銘柄を対象とする浮動

株時価総額方式の株価指数であって、Ｆ

ＴＳＥ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ

Ｌｉｍｉｔｅｄが算出するものをいう。）

を対象とした指数先物取引において、主

たる取引所金融商品市場における有価証

券の売買が停止された若しくは当該指数

を算出する指数算出者による算出若しく

は配信が不能となった場合又は当該取引

最終日の終了する日の翌日までにＴｈｅ

Ｂｏａｒｄ ｏｆ Ｔｒａｄｅ ｏｆ

ｔｈｅ Ｃｉｔｙ ｏｆ Ｃｈｉｃａ

ｇｏ， Ｉｎｃ．が開設する外国金融商

品市場において取引されているＮＹダウ

（Ｓ＆Ｐ Ｄｏｗ Ｊｏｎｅｓ Ｉｎｄ

ｉｃｅｓ ＬＬＣが算出するＤｏｗ Ｊ

ｏｎｅｓ Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ Ａｖ

ｅｒａｇｅをいう。）を対象とした指数

先物取引に類似の取引、Ｎａｔｉｏｎａ

ｌ Ｓｔｏｃｋ Ｅｘｃｈａｎｇｅ ｏ

ｆ Ｉｎｄｉａ Ｌｉｍｉｔｅｄが開設

する外国金融商品市場において取引され

ているＮｉｆｔｙ ５０（Ｉｎｄｉａ

Ｉｎｄｅｘ Ｓｅｒｖｉｃｅｓ ＆ Ｐ

ｒｏｄｕｃｔｓ Ｌｉｍｉｔｅｄが算出

するＮｉｆｔｙ ５０をいう。）を対象

とした指数先物取引に類似の取引若しく

はＴａｉｗａｎ Ｆｕｔｕｒｅｓ Ｅｘ

ｃｈａｎｇｅ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ

が開設する外国金融商品市場において取

引されている台湾加権指数（Ｔａｉｗａ

ｎ Ｓｔｏｃｋ Ｅｘｃｈａｎｇｅ Ｃ

ｏｒｐｏｒａｔｉｏｎが算出する台湾証

券取引所 発行量加権指数をいう。）を対

象とした指数先物取引に類似の取引につ

いて最終清算数値を算定されていない場

合において、当社が必要と認めるときは、

当該取引最終日の終了する日の翌日から

当社がその都度定める日までの期間をい

う。以下第４条第２項第１号において同
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（２） （略）

３ （略）

付  則

この改正規定は、平成３０年７月１７日か

ら施行する。

じ。）においては、当社がその都度定め

る数値を当該限月取引の日中清算数値と

する。

（２） （略）

３ （略）


